
◎電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法
（平成一四年六月七日法律第六二号）　　

一、提案理由（平成一四年四月一七日・衆議院経済産業委員会）

○平沼国務大臣

……………（略）……………

　引き続きまして、電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法案につ

きまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。

　我が国は、既に申し上げましたとおり脆弱なエネルギー供給構造を有しており、地球

温暖化防止の観点も踏まえれば、石油などの化石燃料から他のエネルギーへと代替して

いくことが重要な課題であります。折しも、欧米諸国においては、電気事業者に対して、

一定割合の再生可能エネルギーの導入を義務づける制度を積極的に導入しつつあります。

　以上のとおり、風力や太陽光を初めとしたいわゆる新エネルギー等の利用をこれまで

以上に大幅に促進することにより、環境の保全にも寄与しつつ、エネルギー源の多様化

を図ることが必要となっております。このような状況を踏まえ、政府といたしましては、

このたび、電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法案を提出した次

第であります。

　次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。

　第一に、経済産業大臣が、総合資源エネルギー調査会及び関係大臣の協力を得つつ、

新エネルギー等電気について、電気事業者が利用すべき量の目標を定めることとしてお

ります。

　第二に、経済産業大臣は、新エネルギー等電気を発電し、または発電しようとする者

からの申請に応じ、関係大臣の協力を得つつ、その設備等について認定をすることとし

ております。

　第三に、電気事業者に毎年度、その供給する電気の量のうち、一定量以上の量の電気

を新エネルギー等電気とする義務を課すこととし、その義務の量に満たない場合には、

経済産業大臣がその者に対し新エネルギー等電気を利用しなければならない旨の勧告及

び命令をすることができることとしております。

　以上が、電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法案の提案理由及

び要旨であります。

　何とぞ、この二つの法律案について、慎重御審議の上、御賛同くださいますようお願

いを申し上げます。

二、衆議院経済産業委員長報告（平成一四年四月二六日）

○谷畑孝君　ただいま議題となりました両法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

……………（略）……………

　次に、電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法案は、内外の経済



的、社会的環境に応じたエネルギーの安定的かつ適切な供給を確保し、及び環境の保全

に資するため、

　第一に、経済産業大臣は、風力、太陽光、バイオマスその他のエネルギーを変換して

得られる新エネルギー等電気について、電気事業者が利用すべき量の目標を定めること、

　第二に、経済産業大臣は、新エネルギー等電気を発電する者等の申請に基づき、その

設備等について認定を行うこと、

　第三に、電気事業者に、毎年度、その供給する電気の量のうち、一定量以上の量の電

気を新エネルギー等電気とする義務を課すこと

等の措置を講じようとするものであります。

　両案は、去る四月十七日本委員会に付託され、同日平沼経済産業大臣からそれぞれ提

案理由の説明を聴取いたしました。

　同月十九日より質疑を行い、同月二十三日には参考人から意見を聴取するなど、慎重

な審議を行い、同月二十四日に質疑を終局いたしましたところ、本日、エネルギーの使

用の合理化に関する法律の一部を改正する法律案について、採決の結果、全会一致をも

って原案のとおり可決すべきものと議決いたしました。次いで、電気事業者による新エ

ネルギー等の利用に関する特別措置法案について、討論の後、採決の結果、賛成多数を

もって原案のとおり可決すべきものと決しました。

　なお、本案に対し附帯決議が付されました。

　以上、御報告申し上げます。

○附帯決議（平成一四年四月二六日）

　政府は、本法の施行に当たり、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策の一層の推

進を図るため、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。

一　新エネルギー等の範囲を政令で定めるに当たっては、廃棄物発電なかんづく廃プラ

スチック等の石油起源廃棄物を燃料とする産業廃棄物発電の取扱いについて、抑制的

観点に立ち、関係大臣と十分協議の上、循環型社会形成の基本的原則にのっとり、マ

テリアルリサイクルの推進を阻害することのないよう、かつ、地球温暖化の防止に資

するよう二酸化炭素排出量の削減に十分配慮すること。本制度の下、廃棄物発電の導

入への傾斜により他の新エネルギー等の導入が停滞しないよう努めること。

二　新エネルギー等電気の利用目標については、新エネルギー等の普及の現状及びエネ

ルギーの需給状況等を勘案し、真に新エネルギー等の市場拡大に資するよう、審議会

の場において十分討議し、適切な水準となるよう定めること。また、基準利用量等に

関する具体的運用方法等について、新エネルギー等発電事業者その他の関係者の意見

を十分聴取するとともに、電気事業者について利用義務の達成に支障が生じることの

ないよう、新エネルギー等の取引環境の整備に努めること。

三　新エネルギー等の普及を一層促進するため、関係税制等の整備に努めること。また、



事業者等への助成策の充実強化を図るとともに、電力系統連系対策等に関する財政的

支援等についても今後検討を進めること。政府においても、関係各省間の十分な連携

を図りつつ、率先して新エネルギー等の導入に努めること。

四　本制度の実施が円滑に行われるよう、法施行までの間において、関係事業者に対し、

本制度について十分な周知を図るとともに、必要な指導、助言を行うよう努めること。

五　政省令の検討及び今後の本制度の見直しを行うに当たっては、当委員会の審議経過

及び自然エネルギー推進の諸提言等を踏まえ、適切に取り組むこと。

三、参議院経済産業委員長報告（平成一四年五月三一日）

○保坂三蔵君　ただいま議題となりました両法律案につきまして、経済産業委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告を申し上げます。

……………（略）……………

　次に、電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法案は、エネルギー

の安定供給及び環境保全に資するため、風力や太陽光を始めとする新エネルギー等によ

る電気を電気事業者に利用させることを義務付けようとするものであります。

　委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、省エネルギー対策への取組、

新エネルギー導入のインフラ整備の推進、産業廃棄物発電の取扱い等について質疑が行

われましたが、その詳細は会議録によって御承知を願いたいと存じます。

　質疑を終局し、電気事業者による新エネルギー等を利用する特別措置法案に対し、日

本共産党の西山委員より修正案が提出をされました。

　次いで、討論に入りましたところ、日本共産党の西山委員より、電気事業者による新

エネルギー等利用特別措置法案については原案に反対する旨、また、省エネルギー法改

正案には賛成する旨の意見が述べられました。

……………（略）……………

　次に、電気事業者による新エネルギー等利用特別措置法案については、修正案は賛成

少数をもって否決をされ、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定を

いたしました。

　なお、本法律案に対して四項目の附帯決議を行いました。

　以上、御報告を申し上げます。

○附帯決議（平成一四年五月三〇日）

　政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。

一　廃棄物発電とりわけ廃プラスチック等を燃料とする産業廃棄物発電の取扱いについ

ては、廃棄物等の発生抑制、再使用、再生利用の推進を阻害することのないよう、ま

た、廃棄物発電の過度の導入により他の新エネルギー等の導入が停滞することのない

よう努めること。

二　新エネルギー等電気の利用目標の策定及びそれに基づく基準利用量等の具体的運用



方法の決定等に当たっては、新エネルギー等発電事業者その他の関係者の意見を十分

聴取するとともに、電気事業者における利用義務の達成に支障が生じることのないよ

う、新エネルギー等電気の取引環境の整備に努めること。

三　新エネルギー等電気の利用の拡大を図るため、総合資源エネルギー調査会の新エネ

ルギー等に関する審議状況や各電気事業者の基準利用量などの基本的情報について、

積極的な情報公開に努めること。

四　新エネルギー等の普及・開発を一層促進するため、事業者等への助成策の充実強化

を図るとともに、電力系統連系対策等に関する財政的支援等についても今後検討を進

めること。また、政府においても、新エネルギー等の率先導入に努めること。

　右決議する。


